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平成２４年度東京都下水道事業会計決算審査意見書 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審 査 の 対 象  平成２４年度東京都下水道事業会計 

 ２ 対 象 局  下 水 道 局 

３ 審 査 の 方 法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、下水道事業の経営成績及び財政

状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類

の照合等を行うとともに、企業管理者から決算についての説明を聴取するなどの方法により審査

を実施した。 

あわせて、事業運営について、経済性の発揮及び公共性の確保の観点からも監査を実施した。 

４ 審 査 の 期 間  平成２５年６月３日から同年８月７日まで 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された下水道事業会計の決算諸表は、前記の方法により審査した限りにおいて、下水

道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められる。 

２ 事業の運営について 

下水道局は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）に基づき、区部において公共下水道事業（以

下「区部下水道事業」という。）を行い、また、多摩地域において関連市町村が設置・管理してい

る公共下水道からの下水を広域的に収集・処理するため、流域下水道事業を行っている。 

当年度における処理水量は、区部下水道事業及び流域下水道事業合計で１９億１，１９７万㎥

であり、前年度（１９億４，７２８万㎥）と比較して、３，５３０万㎥（１．８％）減少してい

る。 

損益の状況は、総収益３，１２９億余円に対し、総費用２，８９９億余円であり、差引き２２９

億余円の純利益となっている。 

資産及び負債・資本の状況は、資産６兆７，４４０億余円、負債１，７５６億余円及び資本６

兆５，６８４億余円となっている。 

経営状況は、純利益が、前年度と比較し、５０億余円（１８．０％）減少している。 

局は、平成２２年度から３年間を計画期間とする「東京都下水道事業経営計画２０１０」（平

成２２年２月策定）に基づき、「施設の再構築」、「浸水対策」、「合流式下水道の改善」などの事業

を実施するとともに、同月に策定された「下水道事業における地球温暖化防止計画アースプラ

ン２０１０」に基づき、下水処理に伴い発生する温室効果ガスの削減に積極的に取り組んでいる。

また、平成２５年２月に策定した「東京都下水道事業経営計画２０１３」においても、主要施策

をさらに推進することとしている。 
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局は、上記計画の着実な推進により下水道事業の充実を図るとともに、当年度末残高で１

兆８，８５９億余円に上る企業債の償還が必要なことなどから、経営基盤を安定的なものにする

ため、引き続き効率的な事業運営に努めていく必要がある。 

第３ 経営状況の概要 

１ 経営成績について 

（１）区部下水道事業について 

区部下水道事業の経営成績は、表１（詳細は別表１比較損益計算書）のとおり、総収

益２，９５２億余円に対し、総費用２，７０３億余円であり、差引き２４９億余円の純利益と

なっている。 

 

（表１）経営成績比較表（区部）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

(A) 

平成２３年度 

(B) 
金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

営 業 収 益 ２６２，９９３ ２６３，６０７ △     ６１３ △  ０．２収
益 営 業外収益 ３２，２９４ ３４，８５１ △   ２，５５７ △  ７．３

総 収 益 ２９５，２８７ ２９８，４５９ △   ３，１７１ △  １．１

営 業 費 用 ２２３，９７３ ２２１，０９６     ２，８７７    １．３費
用 営 業外費用 ４６，３５６ ５０，９２６ △   ４，５６９ △  ９．０

総 費 用 ２７０，３３０ ２７２，０２２ △   １，６９１ △  ０．６

純 利 益 ２４，９５７ ２６，４３６ △   １，４７９ △  ５．６

 

ア 業務実績について 

当年度末において、水再生センターは１３か所、ポンプ所は８６か所が稼働している。 

区部全体の年間下水処理量は、表２のとおり、１５億７，８７５万㎥であり、前年度（１６

億２６７万㎥）と比較して、２，３９１万㎥（１．５％）減少している。これは主に、降水

量が減少したことによるものである。 

一方、下水道料金の徴収対象となる排水水量は、表３のとおり、１０億９，４６４万㎥で

あり、前年度（１０億９，３０１万㎥）と比較して、１６２万㎥（０．１％）増加している。

これは、中口使用者（月当たり５１㎥～１，０００㎥）が、前年度より２万余件、水量で１８２

万㎥減少したものの、小口使用者（月当たり５０㎥以下）と大口使用者（月当たり１，００１

㎥以上）が、合計で前年度より７１万余件、水量で３４４万㎥増加したことによるものであ

る。これにより、下水道料金収入が、前年度より６億余円増加した。 
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（表２）区部下水道における各水再生センターの下水処理量 

センター名 

平成 24 年度 

処理能力 

㎥/日 

平成 24 年度予定 

(A) 

㎥ 

平成 24 年度実績

(B) 

㎥

実績率

(B)/(A)

×100 

％

平成 23 年度実績 

(C) 

㎥ 

比較増減 

(B)-(C) 

㎥

芝浦 830,000 249,200,000 222,878,450 89.4 220,034,910  2,843,540

三河島 700,000 174,200,000 147,579,430 84.7 153,730,610 △  6,151,180

砂町 598,000 138,200,000 124,035,310 89.8 128,685,110 △  4,649,800

有明 30,000 5,300,000 5,814,160 109.7 5,353,920 460,240

中川 225,000 68,600,000 62,761,150 91.5 63,389,590 △    628,440

小菅 250,000 82,800,000 74,683,310 90.2 79,257,660 △  4,574,350

葛西 400,000 127,400,000 107,415,560 84.3 110,039,380 △  2,623,820

落合 450,000 145,800,000 129,917,720 89.1 129,675,880 241,840

中野 46,000 11,000,000 9,763,390 88.8 10,123,580 △    360,190

みやぎ 350,000 70,500,000 68,796,770 97.6 76,917,450 △  8,120,680

新河岸 705,000 206,200,000 178,356,700 86.5 181,594,270 △  3,237,570

浮間 165,000 51,300,000 37,380,650 72.9 33,882,490   3,498,160

森ヶ崎 1,540,000 463,500,000 409,376,060 88.3 409,989,890 △    613,830

(4,915,068/日) (4,325,366/日) (4,378,893/日) (△ 53,527/日)
計 6,289,000 

1,794,000,000 1,578,758,660
88.0

1,602,674,740 △ 23,916,080

 

（表３）下水道料金収入 

平成２４年度 平成２３年度 増 (△) 減 年 度 

 

項 目 
(A) 

構成比

(%) 
(B) 

構成比

(%) 
(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

小口 61,857 98.1 61,143 98.0 713 1.2

中口 1,171 1.9 1,198 1.9 △      27 △      2.3

大口 47 0.1 46 0.1        0       1.5

件 数 

(千件) 

計 63,076 100.0 62,389 100.0 686 1.1

小口 776,630 70.9 775,207 70.9    1,422       0.2

中口 172,243 15.7 174,063 15.9 △   1,820 △      1.0

大口 145,769 13.3 143,745 13.2    2,023       1.4

排水水量 

(千㎥) 

計 1,094,642 100.0 1,093,016 100.0 1,625       0.1

小口 79,922 50.3 79,750 50.4    172       0.2

中口 34,346 21.6 34,587 21.9 △     240 △      0.7

大口 46,196 29.1 45,449 28.7 747       1.6

減免 △        1,661 △ 1.0 △        1,586 △ 1.0 △      74       4.7

金 額 

(百万円) 

計 158,804 100.0 158,199 100.0    604       0.4

（注）１ 小口とは、月当たり５０㎥以下の排水水量、中口とは、月当たり５１㎥～１，０００㎥の

排水水量、大口とは、月当たり１，０００㎥を超える排水水量の使用者である。 

２ 件数は、各年度延べ件数である。 
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イ 収益について 

収益は、表４のとおり、総収益２，９５２億余円であり、前年度（２，９８４億余円）と

比較して、３１億余円（１．１％）減少している。 

営業収益は、２，６２９億余円であり、前年度（２，６３６億余円）と比較して、６億余

円（０．２％）減少している。これは主に、下水道料金が６億余円増加したものの、一般会

計補助金が９億余円減少したことによるものである。一般会計補助金の減少は、雨水処理費

繰入金が、対象経費の減少により、減少したことなどによるものである。 

営業外収益は、３２２億余円であり、前年度（３４８億余円）と比較して、２５億余円

（７．３％）減少している。これは主に、平均利率の低下などにより企業債利子支払資繰入

金が減少したため一般会計補助金が２６億余円減少したことによるものである。 

 

（表４）収益内訳表（区部）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

(A) 

平成２３年度 

(B) 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

下 水 道 料 金 １５８，８０４ １５８，１９９ ６０４  ０．４

一 般 会 計 補 助 金 ９６，０８１ ９６，９９１ △  ９０９ △   ０．９

雨 水 処 理 費 繰 入 金 ９４，９３１ ９５，８１５ △  ８８４ △   ０．９

水洗便所改造工事助成繰入金 ０ ２ △        １ △ ８２．２

水洗便所促進化経費繰入金 ２９５ ２９９ △        ３ △   １．３

水 質監視経 費繰入金 １４８ １７４ △      ２６ △ １５．２

高 度 処 理 費 繰 入 金 ６０６ ５７８ ２８ ４．９

  

そ の 他 繰 入 金 １００ １２１ △      ２１ △ １７．４

営

業

収

益 

そ の 他 営 業 収 益 ８，１０７ ８，４１６ △  ３０８ △   ３．７

計 ２６２，９９３ ２６３，６０７ △  ６１３ △   ０．２

受 取 利 息 ８８ １１８ △      ３０ △ ２５．５

土 地 物 件 収 益 ２，０４５ １，８４１ ２０４ １１．１

一 般 会 計 補 助 金 ２９，１４８ ３１，８３８ △２，６９０ △   ８．４

企業債利子支払資繰入金 ２９，０７０ ３１，７３３ △２，６６３ △   ８．４
  

企業債発行差金償却費繰入金 ７７ １０５ △      ２７ △ ２５．８

営

業

外

収

益 雑 収 １，０１１ １，０５３ △      ４１ △   ４．０

計 ３２，２９４ ３４，８５１ △２，５５７ △   ７．３

総 収 益 ２９５，２８７ ２９８，４５９ △３，１７１ △   １．１
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ウ 費用について 

費用は、表５のとおり、総費用２，７０３億余円であり、前年度（２，７２０億余円）と

比較して、１６億余円（０．６％）減少している。 

営業費用は、２，２３９億余円であり、前年度（２，２１０億余円）と比較して、２８億

余円（１．３％）増加している。これは主に、管渠費が１９億余円減少したものの、処理場

費が３０億余円及び資産減耗費が地方公営企業会計制度の見直しによる除却損の増加によ

り１７億余円それぞれ増加したことによるものである。 

営業外費用は、４６３億余円であり、前年度（５０９億余円）と比較して、４５億余円

（９．０％）減少している。これは主に、支払利息及企業債取扱諸費が平均利率の低下など

により４４億余円減少したことによるものである。 

 

（表５）費用内訳表（区部）  （単位：百万円、％） 

増（△）減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

（Ａ） 

平成２３年度 

（Ｂ） 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

管 渠 費 ２５，０３４ ２６，９７８ △１，９４３ △   ７．２

ポ ン プ 場 費 １０，８８５ １０，５３４ ３５０    ３．３

処 理 場 費 ３６，３８３ ３３，３２９ ３，０５４    ９．２

業 務 費 １３，１３６ １３，２８６ △    １４９ △   １．１

排 水 設 備 費 １，１７１ １，２８６ △   １１５ △   ８．９

総 係 費 ９，００１ ９，３４０ △    ３３９ △   ３．６

減 価 償 却 費 １１８，７９５ １１８，３１５ ４７９   ０．４

資 産 減 耗 費 ９，４９１ ７，７８１ １，７０９  ２２．０

そ の 他 営 業 費 用 ７４ ２４２ △    １６８ △ ６９．４

営

業

費

用 

計 ２２３，９７３ ２２１，０９６ ２，８７７    １．３

支払利息及企業債取扱諸費 ４５，０７１ ４９，５３５ △４，４６４ △  ９．０

繰 延 勘 定 償 却 １２３ １６９ △      ４５ △ ２６．９

雑 支 出 １，１６１ １，２２１ △   ５９ △  ４．９

営

業

外

費

用 計 ４６，３５６ ５０，９２６ △４，５６９ △  ９．０

総 費 用 ２７０，３３０ ２７２，０２２ △１，６９１ △   ０．６

 



 - 6 -

（２）流域下水道事業について 

流域下水道事業の経営成績は、表６のとおり、総収益１７６億余円に対し、総費用は１９６

億余円であり、差引き１９億余円の純損失となっている。 

 

（表６）経営成績比較表（流域）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

(A) 

平成２３年度 

(B) 
金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

営 業 収 益 １６，１８２ １６，６５３ △     ４７１  △  ２．８収
益 営 業外収益 １，４７４ １，５３８ △      ６３  △  ４．１

総 収 益 １７，６５７ １８，１９１ △     ５３４  △  ２．９

営 業 費 用 １８，２８６ １５，１７５ ３，１１１ ２０．５費
用 営 業外費用 １，３５４ １，４３１ △      ７７ △  ５．４

総 費 用 １９，６４０ １６，６０６    ３，０３３   １８．３

純 損 益 △  １，９８３ １，５８４ △   ３，５６８ △２２５．２

 

ア 業務実績について 

当年度末における多摩地域全体の公共下水道普及人口は、４１０万８，５４０人となり、

前年度（４０９万９，２７６人）と比較して、９，２６４人（０．２％）増加している。ま

た、公共下水道人口普及率は９９．０％と前年度（９８．９％）と比較して、０．１ポイン

ト増加している（八王子市、立川市、三鷹市、町田市及び奥多摩町の単独公共下水道におけ

る普及人口を含む。）。 

流域全体の年間下水処理量は、表７のとおり、３億３，３２１万㎥となり、前年度（３

億４，４６０万㎥）と比較して、１，１３９万㎥（３．３％）減少している。 

 

（表７）流域下水道における各水再生センターの下水処理量 

センター名 

平成 24 年度

処理能力 

㎥/日

平成 24 年度予定

(A) 

㎥

平成 24 年度実績

(B) 

㎥

実績率 

(B)/(A)

×100 

%

平成 23 年度実績 

(C) 

㎥ 

比較増減 

(B)-(C) 

㎥

北 多 摩一号 299,500 77,000,000 71,103,140 92.3 75,613,830 △ 4,510,690

南 多 摩 170,450 41,500,000 40,646,830 97.9 40,947,720 △   300,890

北 多 摩二号 78,900 20,000,000 18,101,240 90.5 18,160,420 △    59,180

浅 川 122,200 31,100,000 28,430,110 91.4 28,768,950 △   338,840

多 摩 川上流 248,200 62,100,000 58,544,330 94.3 61,876,340 △ 3,332,010

八 王 子 160,400 40,500,000 37,593,890 92.8 38,697,960 △ 1,104,070

清 瀬 373,950 80,800,000 78,794,740 97.5 80,541,910 △ 1,747,170

(967,123/日) (912,916/日) (941,550/日) (△28,634/日)
計 1,453,600

353,000,000 333,214,280
94.4

344,607,130 △11,392,850

野 川 処理区 － 80,000,000 74,717,300 93.4 75,467,990 △   750,690

（注）野川処理区の下水は、森ヶ崎水再生センターで処理している。 
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イ 収益について 

収益は、表８のとおり、総収益１７６億余円であり、前年度（１８１億余円）と比較して、５

億余円（２．９％）減少している。 

営業収益は、１６１億余円であり、前年度（１６６億余円）と比較して、４億余円（２．８％）

減少している。これは主に、流入水量が減少したことにより、市町村が負担する流域下水道

管理費負担金収入が４億余円減少したことによるものである。 

営業外収益は、１４億余円であり、前年度（１５億余円）と比較して、６３百万余円（４．１％）

減少している。これは主に、流域下水道雑収が２６百万余円増加したものの、平均利率の低

下などにより企業債利子支払資繰入金が減少したため、流域下水道一般会計補助金が９０百

万余円減少したことによるものである。 

 

（表８）収益内訳表（流域）  （単位：百万円、％） 

増(△)減 
年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

(A) 

平成２３年度 

(B) 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

流域下水道管理費負担金収入 １０，７２４ １１，１３８ △    ４１４ △   ３．７

流域下水道一般会計補助金 ５，１８０ ５，４０８ △    ２２８ △   ４．２

 流域下水道管理費繰入金 ５，１８０ ５，４０８ △    ２２８ △   ４．２

流域下水道その他営業収益 ２７７ １０６      １７１ １６１．３

営

業

収

益 計 １６，１８２ １６，６５３ △    ４７１ △   ２．８

流域下水道土地物件収益 ３５ ３４ ０ ０．９

流域下水道一般会計補助金 １，３２５ １，４１５ △      ９０ △   ６．４

企業債利子支払資繰入金 １，３２５ １，４１４ △      ８９ △   ６．３
 

企業債発行差金繰入金 ０ ０ △       ０ △ ８４．２

流 域 下 水 道 雑 収 １１４ ８７ ２６ ３０．３

営

業

外

収

益 

計 １，４７４ １，５３８ △      ６３ △   ４．１

総 収 益 １７，６５７ １８，１９１ △    ５３４ △   ２．９
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ウ 費用について 

費用は、表９のとおり、総費用１９６億余円であり、前年度（１６６億余円）と比較して、３０

億余円（１８．３％）増加している。 

営業費用は、１８２億余円であり、前年度（１５１億余円）と比較して、３１億余円

（２０．５％）増加している。これは主に、地方公営企業会計制度の見直しによる除却損の

増加により、流域下水道資産減耗費が２７億余円増加したことによるものである。 

営業外費用は、１３億余円であり、前年度（１４億余円）と比較して、７７百万余円（５．４％）

減少している。これは主に、流域下水道支払利息及企業債取扱諸費等が平均利率の低下など

により９０百万余円減少したことによるものである。 

 

（表９）費用内訳表（流域）  （単位：百万円、％） 

増（△）減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

（Ａ） 

平成２３年度 

（Ｂ） 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100

管 渠 管 理 費 ２６４ ２８４ △      １９ △     ６．８

処 理 場 管 理 費 ９，８５７ ９，４８２ ３７４ ４．０

流 域 下 水 道 減 価 償 却 費 ４，７５８ ４，７３６ ２１ ０．５

流 域 下 水 道 資 産 減 耗 費 ３，４０５ ６７１ ２，７３３ ４０６．９

営

業

費

用 

計 １８，２８６ １５，１７５ ３，１１１ ２０．５

流域下水道支払利息及企業債取扱諸費等 １，３２５ １，４１５ △      ９０ △     ６．４

流 域 下 水 道 雑 支 出 ２９ １６ １２ ７８．９

営
業
外
費
用 計 １，３５４ １，４３１ △      ７７ △     ５．４

総 費 用 １９，６４０ １６，６０６ ３，０３３      １８．３

（注） 流域下水道支払利息及企業債取扱諸費等には、流域下水道支払利息及企業債取扱諸費のほか、

繰延勘定償却を含む。 
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（３）区部下水道事業及び流域下水道事業を合算した経営成績等について 

下水道事業会計の経営成績は、表１０のとおり、総収益３，１２９億余円、総費用２，８９９

億余円であり、２２９億余円の純利益となっている。 

 

（表１０）経営成績  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

(A) 

平成２３年度 

(B) 
金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

区 部 ２９５，２８７ ２９８，４５９ △    ３，１７１ △        １．１

流 域 １７，６５７ １８，１９１ △    ５３４ △        ２．９

総

収

益 計 ３１２，９４４ ３１６，６５０ △    ３，７０６ △        １．２

区 部 ２７０，３３０ ２７２，０２２ △    １，６９１ △        ０．６

流 域 １９，６４０ １６，６０６     ３，０３３        １８．３

総

費

用 計 ２８９，９７１ ２８８，６２９ １，３４２         ０．５

区 部 ２４，９５７ ２６，４３６ △    １，４７９ △        ５．６

流 域 △  １，９８３ １，５８４ △    ３，５６８ △  ２２５．２

純

損

益 計 ２２，９７３ ２８，０２１ △    ５，０４８ △      １８．０

 

区部下水道事業及び流域下水道事業における給与費及び職員数等は、表１１のとおりとなっ

ている。 

 

（表１１）給与費明細表  （単位：百万円） 

平成２４年度 平成２３年度 増（△）減 年度 
 

項目 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 

給 料 7,347 2,413 9,760 7,703 2,463 10,166 △   355 △   49 △   405

手 当 6,024 2,053 8,078 6,378 2,103 8,481 △   353 △   49 △   403

法 定 

福利費 
2,578 810 3,388 2,869 875 3,745 △   291 △   64 △   356

計 15,950 5,277 21,227 16,951 5,442 22,393 △ 1,000 △  164 △ 1,165

職員数 1,943 人 653 人 2,596 人 2,020 人 662 人 2,682 人 △  77 人 △  9 人 △  86 人

平均年齢 ４７歳２月 ４７歳８月 △ ０歳６月 

職員１人当

たり給与費 
６，８８６千円 ６，９７４千円 △ ８８千円 

（注）１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

２ 職員１人当たり給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 
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事業の収益性を示す経営比率の推移は、表１２のとおりである。 

 

（表１２）経営比率表  （単位：％、回） 

年 度 

 

項 目 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 算 式 

経営資本営業利益率 ０．８ ０．８ ０．７ ０．７ ０．６ 
営業利益

経営資本

営業収益営業利益率 １７．５ １６．９ １６．１ １５．７ １３．２ 
営業利益

営業収益

経 営 資 本 回 転 率 ０．０５ ０．０５ ０．０５ ０．０４ ０．０４ 
営業収益

経営資本

総費用対総収益比率 ９１．１ ９１．２ ９２．６ ９１．２ ９２．７ 
総費用

総収益
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２ 財政状態について 

   区部下水道事業及び流域下水道事業を合算した財政状態は、以下のとおりである。 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１３のとおりである。 

資本的収入は、２，０５６億余円であり、前年度（２，２３０億余円）と比較して、１７３

億余円（７．８％）減少している。これは主に、一般会計出資金が２１億余円増加したものの、

企業債が１６２億余円、国庫補助金が３２億余円それぞれ減少したことによるものである。 

資本的支出は、３，８６９億余円であり、前年度（３,８９９億余円）と比較して、３０億余

円（０．８％）減少している。これは主に、建設改良費が２０１億余円増加したものの、企業

債償還金が２３１億余円減少したことによるものである。 

資金収支の状況は、表１４のとおり、資本的収支資金不足額は、１，７６３億余円となって

おり、これを損益勘定留保資金等で補塡した結果、当年度資金不足額は、８６億余円となって

いる。 

なお、年度末における資金残高は、表１５のとおり、１，１２５億余円となっている。 

 

（表１３）資本的収支比較表  （単位：百万円、％） 

増(△)減 年 度 

 

項 目 

平成２４年度 

(A) 

平成２３年度 

(B) 金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

企 業 債 １０７，２９９ １２３，５８０ △ １６，２８１ △    １３．２

一 般 会計出 資 金 ３７，３１８ ３５，１４３ ２，１７５ ６．２

国 庫 補 助 金 ５６，１６９ ５９，３８７ △   ３，２１８ △      ５．４

固定資産売却収入 １０７ １２１ △        １３ △    １１．４

そ の 他 ４，７７１ ４，７７８ △       ６ △      ０．１

資

本

的

収

入 

計 ２０５，６６６ ２２３，０１０ △ １７，３４４ △      ７．８

建 設 改 良 費 １８９，１２９ １６８，９７０ ２０，１５８ １１．９

企 業 債 償 還 金 １９７，８２７ ２２１，０１６ △ ２３，１８９ △     １０．５

そ の 他 ０ ０            ０ ６７．０

資

本

的

支

出 計 ３８６，９５７ ３８９，９８７ △   ３，０３０ △     ０．８

資 本 的 収 支 △１８１，２９０ △１６６，９７６ △ １４，３１４      ８．６
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（表１４）資金収支表  （単位：百万円） 

支出 収入 

項目 金額 項目 金額 

資本的支出(A) ３８６，９５７ 資本的収入(B) ２０５，６６６

翌年度繰越工事資金(C) ３７，０８０ 前年度繰越工事資金(D) ４１，９９６

計(E)=(A)+(C) ４２４，０３７ 計(F)=(B)+(D) ２４７，６６２

  
資本的収支資金不足額

(G)=(F)-(E) 
１７６，３７４

＜補塡財源内訳＞ 

当年度純利益 ２２，９７３

除却損への補塡 ７，３７０

損益勘定留保資金 １２９，２３１

（減価償却費） １２３，５５３

（固定資産除却費） １２，８１３

（除却損への補塡） △  ７，３７０

（繰延勘定償却等） ２３４

消費税資本的収支調整額 ５，７１１

退職給与引当金 △    ２６５

修繕引当金 ２，７４３

 

 

 

 計(H) １６７，７６４

収益的収支資金剰余額

(I)=(H) 
１６７，７６４   

  当年度資金不足額(J)=(G)-(I) ８，６１０

合計(E) ４２４，０３７ 合計(F)+(H)+(J) ４２４，０３７

 

（表１５）年度末資金残高表  （単位：百万円） 

区分 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

流 動 資 産 

(A) 
２２７，１０６ ２０８，４９７ １９３，６７９ ２３１，０８４ ２３０，７２４

流 動 負 債 

(B) 
９２，１４７ ８１，６７５ ６９，６７１ １０４，９８４ １１８，１５２

年度末資金残高 

(A-B) 
１３４，９５９ １２６，８２１ １２４，００７ １２６，０９９ １１２，５７２
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（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産合計は、６兆７，４４０億余円であり、前年度（６兆６，９９５億余円）と比較して、４４５

億余円（０．７％）増加している。これは主に、建設仮勘定など有形固定資産の増加により、

固定資産が４４９億余円増加したことによるものである。 

負債合計は、１，７５６億余円であり、前年度（１，５９９億余円）と比較して、１５６億

余円（９．８％）増加している。これは主に、工事未払金が１２５億余円、修繕引当金が２７

億余円増加したことによるものである。 

資本合計は、６兆５，６８４億余円であり、前年度（６兆５，３９５億余円）と比較して、２８８

億余円（０．４％）増加している。これは、借入資本金が企業債償還により９０５億余円減少

したものの、自己資本金が一般会計からの出資金の繰入れ等により６５０億余円、剰余金が国

庫補助金等の増加により５４３億余円、それぞれ増加したことによるものである。 

次に、当年度における有利子負債及び支払利息等の状況は、表１６のとおりとなっている。 

企業債の未償還残高は、１兆８，８５９億余円であり、前年度（１兆９，７６４億余円）と

比較して、９０５億余円（４．６％）減少している。 

支払利息等は、４６３億余円であり、前年度（５０９億余円）と比較して、４５億余円（８．９％）

減少している。これは、企業債残高が減少したこと及び平均利率が低下したことによるもので

ある。 

 

（表１６）有利子負債及び支払利息等の状況                （単位：百万円） 

平成 24 年度 年 度 

 

項 目 

平成 24 年度末

残高(A) 増加 減少 

平成 23 年度末

残高(B) 

増(△)減

(A)-(B) 

有利子負債 企 業 債 1,885,944 107,321 197,827 1,976,450 △     90,506

区分 平成24年度支払額(C) 平成23年度支払額(D) 増(△)減(C)-(D) 

支払利息等 
企 業 債 利 息 及 

企業債取扱諸費 
46,396 50,949 △            4,553
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以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１７のとおりである。 

 

（表１７）財務比率表  （単位：％） 

年 度 

 

項 目 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24 年度 算 式 

流 動 比 率 ２４６．５ ２５５．３ ２７８．０ ２２０．１ １９５．３ 
流動資産

流動負債

自己資本構成比率 ６３．６ ６５．３ ６７．０ ６８．１ ６９．４ 
自己資本

総資本

固定長期適合率 ９８．６ ９８．７ ９８．９ ９８．９ ９９．２ 
固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝｛自己資本金（＝資本金－借入資本金）｝＋剰余金 

   ２ 長期資本＝資本金＋剰余金 



 - 15 -

 

３ 下水道建設改良事業について 

区部下水道事業及び流域下水道事業における建設改良事業の執行状況は、表１８のとおりであ

る。 

 

（表１８）下水道建設改良事業執行状況  （単位：百万円、％） 

区 分 
予算額 

(Ａ) 

決算額 

(Ｂ) 

執行率 

(B)/(A)×100

翌年度への繰越額 

(Ｃ) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

下水道建設改良事業 215,967 173,495 80.3 36,031 6,441

下 水 道 建 設 費 182,873 144,369 78.9 35,179 3,323

管 渠 敷 設 74,607 62,247 83.4  9,607 2,752

ポンプ場建設 28,492 21,678 76.1 6,814 0

処 理 場 建 設 73,773 55,015 74.6 18,757 0

施 設 購 入 317 317 100.0 - 0

 

そ の 他 5,682 5,110 89.9 - 571

下 水 道 改 良 費 33,094 29,125 88.0 851 3,117

管 渠 改 良 11,636 9,539 82.0 - 2,097

ポンプ場改良 3,722 3,526 94.7 195 0

処 理 場 改 良 10,876 10,221 94.0 655 0

建 物 購 入 1,249 477 38.2 - 771

機 械 購 入 17 4 26.3 - 13

器 具 購 入 473 404 85.5 - 68

土 地 購 入 100 16 16.3 - 83

公 設 桝 施 設 3,858 3,858 100.0 - 0

 

 

そ の 他 1,159 1,076 92.8 - 82

区

部 

小 計 215,967 173,495 80.3 36,031 6,441

流域下水道建設事業 16,245 12,584 77.5 1,049 2,611

管 渠 敷 設 809 799 98.9 - 9

処 理 場 建 設 14,636 11,308 77.3 1,049 2,278 

そ の 他 800 475 59.5 - 324

流域下水道改良事業 3,083 3,049 98.9 - 33

管 渠 改 良 21 7 35.3 - 13

処 理 場 改 良 2,988 2,988 100.0 - 0

建 物 購 入 8 8 100.0 - 0

機 械 購 入 9 7 84.9 - 1

器 具 購 入 28 18 65.2 - 9

 

そ の 他 27 18 69.6 - 8

流

域 

小 計 19,328 15,634 80.9 1,049 2,644

合 計 235,296 189,129 80.4 37,080 9,086
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（１）区部の下水道建設改良事業について 

予算額２，１５９億余円に対し、決算額１，７３４億余円であり、執行率は８０．３％とな

っている。 

ア 下水道建設事業 

この事業は、施設の再構築、浸水対策、合流式下水道の改善のための施設整備などを実施

するものであり、予算額１，８２８億余円に対し、決算額１，４４３億余円となっている。 

工事の主なものは、表１９のとおりである。 

執行率は７８．９％となっているが、これは、翌年度への繰越が、築地幹線工事に係る８

億余円をはじめ、３５１億余円生じたことなどによるものである。 

 

（表１９）下水道建設事業の主な工事 

区 分 件 名 

管 渠 隅田川幹線その２工事等（幹線８，２６２ｍ） 

ポ ン プ 所 千住関屋ポンプ所建設工事等 

水再生センター 砂町水再生センター水処理電気設備再構築工事等 

 

イ 下水道改良事業 

この事業は、既存施設を良好な状態で管理するため、施設の改善を行うものであり、予算

額３３０億余円に対し、決算額２９１億余円となっている。 

工事の主なものは、表２０のとおりである。 

執行率は８８．０％となっているが、これは、翌年度への繰越が、篠崎ポンプ所ガスター

ビン発電設備改良工事に係る１億余円をはじめ、８億余円生じたことなどによるものである。 

 

（表２０）下水道改良事業の主な工事 

区 分 件 名 

管 渠 渋谷区幡ヶ谷三丁目付近管渠改良工事等（２０，２５９ｍ） 

ポ ン プ 所 明石町ポンプ所ポンプ設備改良工事等 

水再生センター 葛西水再生センター汚水ポンプ２号電動機改良工事等 
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（２）流域下水道建設改良事業について 

予算額１９３億余円に対し、決算額１５６億余円であり、執行率は８０．９％となっている。 

ア 流域下水道建設事業 

この事業は、多摩地域における下水道幹線、水再生センター等の建設を行うものであり、

予算額１６２億余円に対し、決算額１２５億余円となっている。 

工事の主なものは、表２１のとおりである。 

執行率は７７．５％となっているが、これは、翌年度への繰越が、北多摩一号水再生セン

ター・南多摩水再生センター間連絡管機械設備工事に係る２億余円をはじめ、１０億余円生

じたことなどによるものである。 

 

（表２１）流域下水道建設事業の主な工事 

区 分 件 名 

管 渠 野川処理区下流部雨水貯留池その３工事 

水再生センター 北多摩一号水再生センター・南多摩水再生センター間連絡管機械設備工事等

 

イ 流域下水道改良事業 

この事業は、既存施設を良好な状態で管理するため、施設の改善を行うもので、予算額３０

億余円に対し、決算額３０億余円となっている。 

工事の主なものは、表２２のとおりである。 

執行率は９８．９％となっているが、これは、不用額が３３百万余円生じたことによるも

のである。 

 

（表２２）流域下水道改良事業の主な工事 

区 分 件 名 

管 渠 落合川雨水幹線改良その１－２工事等 

水再生センター 浅川水再生センター汚泥焼却設備改良工事等 

 



（別表１）比較損益計算書 （単位：円、％）
平成２４年度 平成２３年度
金　額（Ａ） 金　額（Ｂ） 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

Ⅰ下水道事業

営業収益 262,993,576,935 263,607,473,368 613,896,433△      0.2△            

下水道料金 158,804,515,936 158,199,930,205 604,585,731 0.4

一般会計補助金 96,081,878,097 96,991,510,479 909,632,382△      0.9△            

その他営業収益 8,107,182,902 8,416,032,684 308,849,782△      3.7△            

営業費用 223,973,976,725 221,096,280,602 2,877,696,123 1.3

管渠費 25,034,870,733 26,978,029,265 1,943,158,532△    7.2△            

ポンプ場費 10,885,040,329 10,534,175,612 350,864,717 3.3

処理場費 36,383,705,716 33,329,688,421 3,054,017,295 9.2

業務費 13,136,614,618 13,286,488,910 149,874,292△      1.1△            

排水設備費 1,171,657,325 1,286,790,031 115,132,706△      8.9△            

総係費 9,001,031,283 9,340,317,149 339,285,866△      3.6△            

減価償却費 118,795,400,919 118,315,985,737 479,415,182 0.4

資産減耗費 9,491,409,641 7,781,827,756 1,709,581,885 22.0

その他営業費用 74,246,161 242,977,721 168,731,560△      69.4△           

営業利益 39,019,600,210 42,511,192,766 3,491,592,556△    8.2△            

営業外収益 32,294,052,096 34,851,670,450 2,557,618,354△    7.3△            

受取利息 88,114,592 118,340,505 30,225,913△       25.5△           

土地物件収益 2,045,784,703 1,841,104,402 204,680,301 11.1

一般会計補助金 29,148,560,465 31,838,663,716 2,690,103,251△    8.4△            

雑収 1,011,592,336 1,053,561,827 41,969,491△       4.0△            

営業外費用 46,356,587,559 50,926,143,026 4,569,555,467△    9.0△            

支払利息及企業債取扱諸費 45,071,124,900 49,535,551,749 4,464,426,849△    9.0△            

繰延勘定償却 123,521,437 169,082,803 45,561,366△       26.9△           

雑支出 1,161,941,222 1,221,508,474 59,567,252△       4.9△            

経常利益 24,957,064,747 26,436,720,190 1,479,655,443△    5.6△            

当年度純利益 24,957,064,747 26,436,720,190 1,479,655,443△    5.6△            

科　　　　　目
増（△）減
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平成２４年度 平成２３年度
金　額（Ａ） 金　額（Ｂ） 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

科　　　　　目
増（△）減

Ⅱ流域下水道事業

営業収益 16,182,287,458 16,653,613,955 471,326,497△      2.8△            

流域下水道管理費負担金収入 10,724,209,531 11,138,749,582 414,540,051△      3.7△            

流域下水道一般会計補助金 5,180,269,101 5,408,562,140 228,293,039△      4.2△            

流域下水道その他営業収益 277,808,826 106,302,233 171,506,593 161.3

営業費用 18,286,360,150 15,175,164,824 3,111,195,326 20.5

管渠管理費 264,828,184 284,003,568 19,175,384△       6.8△            

処理場管理費 9,857,535,662 9,482,737,316 374,798,346 4.0

流域下水道減価償却費 4,758,039,805 4,736,450,376 21,589,429 0.5

流域下水道資産減耗費 3,405,956,499 671,973,564 2,733,982,935 406.9

営業損益 2,104,072,692△    1,478,449,131 3,582,521,823△    242.3△          

営業外収益 1,474,715,801 1,538,086,409 63,370,608△       4.1△            

流域下水道土地物件収益 35,208,084 34,905,176 302,908 0.9

流域下水道一般会計補助金 1,325,346,072 1,415,593,787 90,247,715△       6.4△            

流域下水道雑収 114,161,645 87,587,446 26,574,199 30.3

営業外費用 1,354,411,809 1,431,745,922 77,334,113△       5.4△            

流域下水道支払利息及企業債取扱諸費 1,324,937,351 1,414,431,858 89,494,507△       6.3△            

流域下水道繰延勘定償却 146,200 922,600 776,400△          84.2△           

流域下水道雑支出 29,328,258 16,391,464 12,936,794 78.9

経常損益 1,983,768,700△    1,584,789,618 3,568,558,318△    225.2△          

当年度純損益 1,983,768,700△    1,584,789,618 3,568,558,318△    225.2△          

下水道事業会計当年度純利益 22,973,296,047 28,021,509,808 5,048,213,761△    18.0△           

前年度繰越利益剰余金 10,847,794,382 12,201,004,764 1,353,210,382△    11.1△           

当年度未処分利益剰余金 33,821,090,429 40,222,514,572 6,401,424,143△    15.9△           
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（別表２）比較貸借対照表 （単位：円、％）

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

資産の部

固定資産 6,513,108,557,754 96.6 6,468,111,613,477 96.5 44,996,944,277 0.7

有形固定資産 6,512,092,419,322 96.6 6,466,983,193,566 96.5 45,109,225,756 0.7

土地 529,376,551,752 7.8 528,744,299,274 7.9 632,252,478 0.1

建物 464,013,686,385 6.9 458,516,468,332 6.8 5,497,218,053 1.2

構築物 4,347,483,824,162 64.5 4,336,680,827,488 64.7 10,802,996,674 0.2

機械及装置 763,493,672,534 11.3 750,864,900,503 11.2 12,628,772,031 1.7

車両運搬具 100,427,891 0.0 125,860,718 0.0 25,432,827△        20.2△       

器具備品 1,646,565,829 0.0 1,557,626,032 0.0 88,939,797 5.7

建設仮勘定 405,977,690,769 6.0 390,493,211,219 5.8 15,484,479,550 4.0

無形固定資産 835,963,432 0.0 948,244,911 0.0 112,281,479△       11.8△       

地上権 117,605,950 0.0 159,766,894 0.0 42,160,944△        26.4△       

施設利用権 161,374,519 0.0 196,251,599 0.0 34,877,080△        17.8△       

ソフトウェア 556,982,963 0.0 592,226,418 0.0 35,243,455△        6.0△        

投資 180,175,000 0.0 180,175,000 0.0 0 0  

出資金 27,275,000 0.0 27,275,000 0.0 0 0  

東京都下水道サービス
株式会社出資金

50,000,000 0.0 50,000,000 0.0 0 0  

東京下水道エネルギー
株式会社出資金

102,900,000 0.0 102,900,000 0.0 0 0  

流動資産 230,724,780,610 3.4 231,084,010,812 3.4 359,230,202△       0.2△        

現金及預金 76,637,815,305 1.1 93,754,784,949 1.4 17,116,969,644△    18.3△       

現金 112,000 0.0 112,000 0.0 0 0  

預金 76,637,703,305 1.1 93,754,672,949 1.4 17,116,969,644△    18.3△       

未収金 85,826,739,260 1.3 86,449,745,454 1.3 623,006,194△       0.7△        

営業未収金 18,926,181,791 0.3 17,201,322,771 0.3 1,724,859,020 10.0

営業外未収金 584,734,564 0.0 1,939,767,084 0.0 1,355,032,520△     69.9△       

その他未収金 66,315,822,905 1.0 67,308,655,599 1.0 992,832,694△       1.5△        

前払金 23,888,478,700 0.4 24,698,272,664 0.4 809,793,964△       3.3△        

前払金 23,888,478,700 0.4 24,698,272,664 0.4 809,793,964△       3.3△        

仮払金 371,454,309 0.0 191,140,745 0.0 180,313,564 94.3

概算金 371,454,309 0.0 191,140,745 0.0 180,313,564 94.3

その他流動資産 44,000,293,036 0.7 25,990,067,000 0.4 18,010,226,036 69.3

その他流動資産 293,036 0.0 0 0  293,036 - 

有価証券 44,000,000,000 0.7 25,990,067,000 0.4 18,009,933,000 69.3

繰延勘定 223,201,183 0.0 325,297,420 0.0 102,096,237△       31.4△       

企業債発行差金 223,201,183 0.0 325,297,420 0.0 102,096,237△       31.4△       

企業債発行差金 223,201,183 0.0 325,297,420 0.0 102,096,237△       31.4△       

資産合計 6,744,056,539,547 100  6,699,520,921,709 100  44,535,617,838 0.7

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成２４年度2,592,968,141,091円、平成２３年度2,482,257,772,144円である。

増（△）減平成２４年度 平成２３年度
科　　　　　目
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金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金額（Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率(C/B)×100

増（△）減平成２４年度 平成２３年度
科　　　　　目

負債及び資本の部

固定負債 57,471,210,070 0.9 54,993,405,488 0.8 2,477,804,582 4.5

引当金 56,035,667,479 0.8 53,557,862,897 0.8 2,477,804,582 4.6

退職給与引当金 13,574,667,479 0.2 13,839,862,897 0.2 265,195,418△       1.9△        

修繕引当金 42,461,000,000 0.6 39,718,000,000 0.6 2,743,000,000 6.9

その他固定負債 1,435,542,591 0.0 1,435,542,591 0.0 0 0  

その他固定負債 1,435,542,591 0.0 1,435,542,591 0.0 0 0  

流動負債 118,152,260,303 1.8 104,984,784,492 1.6 13,167,475,811 12.5

未払金 117,121,776,835 1.7 103,763,170,150 1.5 13,358,606,685 12.9

営業未払金 17,804,824,276 0.3 17,051,522,464 0.3 753,301,812 4.4

営業外未払金 4,524,821,951 0.1 4,936,626,677 0.1 411,804,726△       8.3△        

工事未払金 86,427,338,919 1.3 73,910,676,084 1.1 12,516,662,835 16.9

その他未払金 8,364,791,689 0.1 7,864,344,925 0.1 500,446,764 6.4

前受金 6,374,881 0.0 54,976,771 0.0 48,601,890△        88.4△       

営業前受金 81,666 0.0 139,836 0.0 58,170△            41.6△       

その他前受金 6,293,215 0.0 54,836,935 0.0 48,543,720△        88.5△       

預り金 1,024,108,587 0.0 1,166,637,571 0.0 142,528,984△       12.2△       

預り保証金 906,441,165 0.0 1,043,384,995 0.0 136,943,830△       13.1△       

預り諸税 113,835,564 0.0 118,272,700 0.0 4,437,136△         3.8△        

その他預り金 3,831,858 0.0 4,979,876 0.0 1,148,018△         23.1△       

負債合計 175,623,470,373 2.6 159,978,189,980 2.4 15,645,280,393 9.8

資本金 3,788,685,821,667 56.2 3,814,192,133,620 56.9 25,506,311,953△    0.7△        

自己資本金 1,902,741,520,942 28.2 1,837,741,518,547 27.4 65,000,002,395 3.5

固有資本金 13,824,820,047 0.2 13,824,820,047 0.2 0 0  

繰入資本金 1,249,968,456,540 18.5 1,212,650,072,421 18.1 37,318,384,119 3.1

組入資本金 638,948,244,355 9.5 611,266,626,079 9.1 27,681,618,276 4.5

借入資本金 1,885,944,300,725 28.0 1,976,450,615,073 29.5 90,506,314,348△    4.6△        

企業債 1,885,944,300,725 28.0 1,976,450,615,073 29.5 90,506,314,348△    4.6△        

剰余金 2,779,747,247,507 41.2 2,725,350,598,109 40.7 54,396,649,398 2.0

資本剰余金 2,741,507,990,906 40.7 2,682,403,019,279 40.0 59,104,971,627 2.2

国庫補助金 2,225,630,629,128 33.0 2,172,086,560,663 32.4 53,544,068,465 2.5

工事負担金 301,675,686,087 4.5 297,196,342,942 4.4 4,479,343,145 1.5

受贈財産評価額 213,386,066,578 3.2 212,304,506,561 3.2 1,081,560,017 0.5

その他資本剰余金 815,609,113 0.0 815,609,113 0.0 0 0  

利益剰余金 38,239,256,601 0.6 42,947,578,830 0.6 4,708,322,229△     11.0△       

建設積立金 945,355,170 0.0 1,257,442,006 0.0 312,086,836△       24.8△       

改良積立金 3,472,811,002 0.1 1,467,622,252 0.0 2,005,188,750 136.6

当年度未処分利益剰余金 33,821,090,429 0.5 40,222,514,572 0.6 6,401,424,143△     15.9△       

資本合計 6,568,433,069,174 97.4 6,539,542,731,729 97.6 28,890,337,445 0.4

負債資本合計 6,744,056,539,547 100  6,699,520,921,709 100  44,535,617,838 0.7
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